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ⅠⅠ．急速に進んだ高年齢者雇用．急速に進んだ高年齢者雇用

項目 年代別雇用率

才才 才才
性別

6060～～6464才才 6565～～6969才才
実実 績績 目標目標 実実 績績 目標目標

男男 性性 68 868 8％％ 9090％％ 49 549 5％％ 7070％％男男 性性 68.868.8％％ 9090％％ 49.549.5％％ 7070％％

女女 性性 42.342.3％％ 6060％％ 28.528.5％％ 5050％％

☆☆主な要因主な要因

１．改正高年齢者雇用安定法の施行

２．好景気の持続による人手不足景気 持続 足

３．現場力の回復 → 技能・技術の伝承

社会環境 変化４．社会環境の変化



ⅡⅡ．雇用延長への取り組み．雇用延長への取り組み

１．現状は大半が ・不安定な雇用関係
⇒景気変動に左右されやすい再雇用 ⇒景気変動に左右されやすい

・低賃金（現役時代の５０～６０％）
⇒高年齢者ワーキングプアーの可能性

２．当面は６５才定年
定着が課題

高年齢者 キ グ 可能性

・ステップを踏んだ着実な前進

・条件整備 ～労使協議の充実～条件整備 労使協議の充実

a）本人の意向と会社の意向のすり合わせ
b）・処遇制度の見直し
・仕事別／役割別賃金の導入仕事別／役割別賃金の導入
・退職一時金制度の見直し

c）職場環境の整備
・高年齢者が能力（経験・知力）を充分に発揮できるような
仕事の配分の見直し

３．ワーク・ライフ・

仕事の配分の見直し
・高年齢者の働きやすい職場環境の整備

・労使協議の充実による「生涯生活設計」の拡充
バランスの定着

労使協議の充実による 生涯生活設計」の拡充



ⅢⅢ．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過

１．選択定年延長制度導入～これまでの経過
当社Grにおける制度導入から これまでの経過は下表の通り当社Grにおける制度導入から、これまでの経過は下表の通り。

時 期 内 容

2000年(H12) 選択定年延長制度導入選択定年延長制度導入
⇒５５歳時点で個人面談（６０ or ６５歳の選択）

年 ①「総報酬制 の導入

状
況

2003年(H15) ①「総報酬制」の導入

②「高年齢者雇用継続給付」引下げ

①

況
変
化

2004年(H16) ①「厚生年金基金」の代行返上

→企業年金基金への移行
② 企業年金基金への「変動利率年金」導入

2006年(H18) 選択定年延長制度の一部改訂選択定年延長制度の一部改訂
⇒５７歳時点で個人面談（６０～６５歳の各年齢を選
択）



ⅢⅢ．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過

２．選択定年延長制度導入時(2000年当時)の経過

Ⅰ．雇用延長問題を

１．社会状況
２．当社経営の状況
３ 年金基金の状況雇用延長問題を

めぐる背景
３．年金基金の状況
４．労働組合からの定年延長要求

１．何らかの形での雇用延長実施
２ 関連諸制度の改訂をセットにした総合的な見直し

Ⅱ．検討の基本スタンス
２．関連諸制度の改訂をセットにした総合的な見直し
３．経営のコスト負担増の軽減
４．年金基金財政健全化に資する改訂

選択定年延長制度導入に向けた検討→導入



ⅢⅢ．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過

直 ジ

３．選択定年延長制度の一部改訂(2006年～現在)
☆年収レベルの見直しイメージ

６０歳到達以降の賃金・賞与
は、到達前の６０％

公的給付

80～90％

５５歳時に
制度概要
を説明

５７歳時に、個人
面談により 各人

公的給付

定

を説明。 面談により、各人
の定年年齢を決
定する。

賃金・賞与部分 ⇒

定
年
退
職

６０歳以降は、高年齢雇用継続
給付金等の公的給付も活用

５５才 ６０才 ６５才５７才



ⅢⅢ．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過

４．選択定年延長制度改訂前後の制度概要比較

選択できる
定年年齢

項 目 改訂前

６０～６５歳の各年齢の何れか
（ 年齢毎 選択）

改訂後

６０歳 または ６５歳
定年年齢

選択する時期

（１年齢毎の選択）

５７歳到達年度に個別面談を実施

⇒５５歳到達年度 ： 制度説明

５５歳到達年度に個別面談
を実施

６０歳以降の
処遇運営

人事処遇制度に基づく格付け・
評価運営

⇒５５歳到達年度 ： 制度説明
⇒５９歳到達年度 ： 決定内容の確認

を実施

非格付け
処遇運営

５６～５９歳の
給与・賞与

評価運営

定年延長選択／非選択を問わず
減額なし

定年延長選択時：▲１５％
（非選択時 ： 減額なし）

６０歳以降の
給与体系・水準

格付けに基づく給与・賞与
の６０％

月額固定給＋ 賞与
（６０歳到達前の６０％程度）

勤務形態 定時勤務が基本定時勤務



ⅢⅢ．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過．富士電機グループでの６５歳選択定年制実施の経過

５．選択定年延長制度選択者数
面談実施 面談対象 定年 面 談 延長選択者面談実施

年 度

面談対象

生年月日

定年

年齢

面 談

対象者

延長選択者

面談時

1943/4/2～1944/4/1 6262才才 313313 5050 16.0％

2000年度 1944/4/2～1945/4/1 6262才才 292292 3939 13.4％

1945/4/2～1946/4/1 6363才才 261261 4141 15.7％

2001年度 1946/4/2～1947/4/1 6363才才 384384 3030 7.8％

2002年度 1947/4/2～1948/4/1 6464才才 404404 88 2.0％

2003年度 1948/4/2～1949/4/1 6464才才 338338 1717 5.0％

2004年度 1949/4/2～1950/4/1 6565才才 425425 99 2.1％

（旧制度）累計（旧制度）累計（旧制度）累計（旧制度）累計 2,4172,417 194194 8.08.0％％

2007年度 1950/4/2 6060 6565才才 244244 115115 47 147 1％％
※※新制度新制度（（2008/42008/4月末時点）月末時点）

2007年度 1950/4/2～
1951/4/1

6060～～6565才才 244244 115115 47.147.1％％


